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原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）第２０条第２項に基づく平成

２８年６月２４日付け指示について、下記のとおり要請する。

記

１ 最大高潮時海岸線上宮城福島両県界の正東の線、我が国排他的経済水域の外縁線、最

大高潮時海岸線上福島茨城両県界の正東の線及び福島県最大高潮時海岸線で囲まれた海

域において漁獲されたさぶろう、ながづか、ほしがれい、まごち、まつかわについて、

出荷制限を解除すること。

２ 解除を申請する理由

別紙１、２、３、４、５参照

（別添２）



〈別紙１〉

１ 解除を申請する理由

平成２４年６月２２日に出荷制限が指示され、平成２４年１０月２５日に採取した検

体から１３０ Bq/kg が検出されて以降、平成２５年１月８日から平成２８年５月１０日

に出荷制限が指示された海域で採取されたさぶろう５７検体について検査を行った結

果、検出された放射性セシウムの平均値は１１．６ Bq/kg であり、安定して基準値を下

回っていることが確認されたため（表１，図１，２，３参照）。

２ 出荷制限を解除する範囲

最大高潮時海岸線上宮城福島両県界の正東の線、我が国排他的経済水域の外縁線、最

大高潮時海岸線上福島茨城両県界の正東の線及び福島県最大高潮時海岸線で囲まれた海

域（以下「福島県海域」という。）

３ 解除後の出荷管理計画

（１）出荷者の対策

県は、各関係漁業協同組合に対し販売先等の記録の保存を求め、出荷先の捕捉を

可能とする。

（２）出荷状況の把握

県は、当該品目について、出荷状況を各関係漁業協同組合を通して隔週を目途に確

認する。

（３）モニタリング調査により基準値を超える結果が判明した場合の対応

県は、基準値を超える結果が得られた場合には、即時に各関係漁業協同組合に対し

当該品目の出荷自粛を求める。

４ 解除後のさぶろう検査計画

解除後、出荷を伴う漁獲前には、モニタリング検査により安全を確認する。

漁獲再開時においては、漁業協同組合が水揚日、水揚市場毎に簡易分析機器による自

主検査を行うとともに、毎週福島県海域の２～３箇所でサンプリングを行いモニタリン

グ検査を実施する。

海域 区 域 解除後の
134+137
Csモニタリング計画

福島県 福島県海域で２～ 周 年

３箇所

分析機関 福島県農業総合センター



※不検出の場合 134Cs、137Cs 合算値として 8Bq/kg を代入し作図した。



表１ 福島県海域におけるさぶろうの検査結果



※不検出 … １６Ｂｑ／ｋｇ程度



〈別紙２〉

１ 解除を申請する理由

平成２４年７月１２日に出荷制限が指示され、平成２４年６月１１日に採取した検体

から３２０ Bq/kg が検出されて以降、平成２５年６月６日から平成２８年６月５日に出

荷制限が指示された海域で採取されたながづか６３検体について検査を行った結果、検

出された放射性セシウムの平均値は８．６ Bq/kg であり、安定して基準値を下回ってい

ることが確認されたため（表１，図１，２，３参照）。

２ 出荷制限を解除する範囲

最大高潮時海岸線上宮城福島両県界の正東の線、我が国排他的経済水域の外縁線、最

大高潮時海岸線上福島茨城両県界の正東の線及び福島県最大高潮時海岸線で囲まれた海

域（以下「福島県海域」という。）

３ 解除後の出荷管理計画

（１）出荷者の対策

県は、各関係漁業協同組合に対し販売先等の記録の保存を求め、出荷先の捕捉を

可能とする。

（２）出荷状況の把握

県は、当該品目について、出荷状況を各関係漁業協同組合を通して隔週を目途に確

認する。

（３）モニタリング調査により基準値を超える結果が判明した場合の対応

県は、基準値を超える結果が得られた場合には、即時に各関係漁業協同組合に対し

当該品目の出荷自粛を求める。

４ 解除後のながづか検査計画

解除後、出荷を伴う漁獲前には、モニタリング検査により安全を確認する。

漁獲再開時においては、漁業協同組合が水揚日、水揚市場毎に簡易分析機器による自

主検査を行うとともに、毎週福島県海域の２～３箇所でサンプリングを行いモニタリン

グ検査を実施する。

海域 区 域 解除後の
134+137
Csモニタリング計画

福島県 福島県海域で２～ 周 年

３箇所

分析機関 福島県農業総合センター



※不検出の場合 134Cs、137Cs 合算値として 8Bq/kg を代入し作図した。



表１ 福島県海域におけるながづかの検査結果



※不検出…１６ Bq/kg 程度



〈別紙３〉

１ 解除を申請する理由

平成２４年６月２２日に出荷制限が指示され、平成２４年５月２８日に採取した検体

から１１０ Bq/kg が検出されて以降、平成２４年７月１０日から平成２８年５月３０日

に出荷制限が指示された海域で採取されたほしがれい１２０検体について検査を行った

結果、検出された放射性セシウムの平均値は９．８ Bq/kg であり、安定して基準値を下

回っていることが確認されたため（表１，図１，２，３参照）。

２ 出荷制限を解除する範囲

最大高潮時海岸線上宮城福島両県界の正東の線、我が国排他的経済水域の外縁線、最

大高潮時海岸線上福島茨城両県界の正東の線及び福島県最大高潮時海岸線で囲まれた海

域（以下「福島県海域」という。）

３ 解除後の出荷管理計画

（１）出荷者の対策

県は、各関係漁業協同組合に対し販売先等の記録の保存を求め、出荷先の捕捉を

可能とする。

（２）出荷状況の把握

県は、当該品目について、出荷状況を各関係漁業協同組合を通して隔週を目途に確

認する。

（３）モニタリング調査により基準値を超える結果が判明した場合の対応

県は、基準値を超える結果が得られた場合には、即時に各関係漁業協同組合に対し

当該品目の出荷自粛を求める。

４ 解除後のほしがれい検査計画

解除後、出荷を伴う漁獲前には、モニタリング検査により安全を確認する。

漁獲再開時においては、漁業協同組合が水揚日、水揚市場毎に簡易分析機器による自

主検査を行うとともに、毎週福島県海域の２～３箇所でサンプリングを行いモニタリン

グ検査を実施する。

海域 区 域 解除後の
134+137
Csモニタリング計画

福島県 福島県海域で２～ 周 年

３箇所

分析機関 福島県農業総合センター



※不検出の場合 134Cs、137Cs 合算値として 8Bq/kg を代入し作図した。



表１ 福島県海域におけるほしがれいの検査結果





不検出…１６ Bq/kg 程度未満



〈別紙４〉

１ 解除を申請する理由

平成２４年６月２２日に出荷制限が指示され、平成２５年４月２６日に採取した検体

から１１０ Bq/kg が検出されて以降、平成２５年５月２３日から平成２８年６月６日に

出荷制限が指示された海域で採取されたまごち１０６検体について検査を行った結果、

検出された放射性セシウムの平均値は１８．４ Bq/kg であり、安定して基準値を下回っ

ていることが確認されたため（表１，図１，２，３参照）。

２ 出荷制限を解除する範囲

最大高潮時海岸線上宮城福島両県界の正東の線、我が国排他的経済水域の外縁線、最

大高潮時海岸線上福島茨城両県界の正東の線及び福島県最大高潮時海岸線で囲まれた海

域（以下「福島県海域」という。）

３ 解除後の出荷管理計画

（１）出荷者の対策

県は、各関係漁業協同組合に対し販売先等の記録の保存を求め、出荷先の捕捉を

可能とする。

（２）出荷状況の把握

県は、当該品目について、出荷状況を各関係漁業協同組合を通して隔週を目途に確

認する。

（３）モニタリング調査により基準値を超える結果が判明した場合の対応

県は、基準値を超える結果が得られた場合には、即時に各関係漁業協同組合に対し

当該品目の出荷自粛を求める。

４ 解除後のまごち検査計画

解除後、出荷を伴う漁獲前には、モニタリング検査により安全を確認する。

漁獲再開時においては、漁業協同組合が水揚日、水揚市場毎に簡易分析機器による自

主検査を行うとともに、毎週福島県海域の２～３箇所でサンプリングを行いモニタリン

グ検査を実施する。

海域 区 域 解除後の
134+137
Csモニタリング計画

福島県 福島県海域で２～ 周 年

３箇所

分析機関 福島県農業総合センター



表１ 福島県海域におけるまごちの検査結果



不検出…１６ Bq/kg 程度未満



※不検出の場合 134Cs、137Cs 合算値として 8Bq/kg を代入し作図した。



〈別紙５〉

１ 解除を申請する理由

平成２４年７月１２日に出荷制限が指示され、平成２４年７月９日に採取した検体か

ら１４０ Bq/kg が検出されて以降、平成２４年８月８日から平成２８年６月７日に出荷

制限が指示された海域で採取されたまつかわ６３検体について検査を行った結果、検出

された放射性セシウムの平均値は８．５ Bq/kg であり、安定して基準値を下回っている

ことが確認されたため（表１，図１，２，３参照）。

２ 出荷制限を解除する範囲

最大高潮時海岸線上宮城福島両県界の正東の線、我が国排他的経済水域の外縁線、最

大高潮時海岸線上福島茨城両県界の正東の線及び福島県最大高潮時海岸線で囲まれた海

域（以下「福島県海域」という。）

３ 解除後の出荷管理計画

（１）出荷者の対策

県は、各関係漁業協同組合に対し販売先等の記録の保存を求め、出荷先の捕捉を

可能とする。

（２）出荷状況の把握

県は、当該品目について、出荷状況を各関係漁業協同組合を通して隔週を目途に確

認する。

（３）モニタリング調査により基準値を超える結果が判明した場合の対応

県は、基準値を超える結果が得られた場合には、即時に各関係漁業協同組合に対し

当該品目の出荷自粛を求める。

４ 解除後のまつかわ検査計画

解除後、出荷を伴う漁獲前には、モニタリング検査により安全を確認する。

漁獲再開時においては、漁業協同組合が水揚日、水揚市場毎に簡易分析機器による自

主検査を行うとともに、毎週福島県海域の２～３箇所でサンプリングを行いモニタリン

グ検査を実施する。

海域 区 域 解除後の
134+137
Csモニタリング計画

福島県 福島県海域で２～ 周 年

３箇所

分析機関 福島県農業総合センター



※不検出の場合 134Cs、137Cs 合算値として 8Bq/kg を代入し作図した。



表１ 福島県海域におけるまつかわの検査結果



不検出…１６ Bq/kg 程度未満


